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2020年6月24日（水曜日）午前10時

第64回 定時株主総会 招集ご通知 明治電機工業株式会社
証券コード：3388

目 次 日 時

第１号議案：  取締役（監査等委員である取締役を除
く。）３名選任の件

第２号議案：  監査等委員である取締役４名選任の件
第３号議案：  補欠の監査等委員である取締役１名選

任の件

議 案

名古屋市中村区亀島二丁目13番8号
明治電機工業株式会社 本社
本館地下1階明治ホール

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

場 所

新型コロナウイルス感染症防止に向け
た当社の株主総会への対応は３ページ
に記載しております。あらかじめご確認
くださいますようお願い申しあげます。

本年は株主総会にご出席される株主様へのお土産を
取りやめとさせていただきます。何卒ご理解賜りま
すようお願い申しあげます。



　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼
申しあげます。

　このたび、新型コロナウイルス感染症で亡くなられたご
遺族の皆様には謹んで哀悼の意を表すとともに、罹患され
ている皆様におかれましては一日も早く回復されることを
心よりお祈り申しあげます。

　さて、ここに第64回定時株主総会招集ご通知をお届け
させていただくにあたり、ひと言ごあいさつ申しあげます。

　おかげさまで当社は、本年7月1日に創立100周年を迎
えます。100年の長きにわたり事業を続けることができま

したのは、ひとえに株主の皆様、取引先様をはじめとした多くの関係者の皆様のご支援の賜物と心より感謝申しあげ
ます。
　当社は、1920年に合資会社明治商会を創立し、電気材料の販売とモーターの修理から事業をスタートしました。
以来、お客様の要望に合わせて、商社事業、ものづくり事業、海外事業を拡充していき、現在は、お客様の高度化さ
れた生産システムにおいて、コンポーネントの販売からエンジニアリングまで幅広い領域でグローバルに生産活動の
ご支援をさせていただいております。
　今後は、当社が培ってまいりました価値観を引き続き大切にしながら、ますます進む技術革新のスピードにもしっ
かりと追従し、さらに社会に貢献できる企業を目指していきたいと考えております。

　第64期の販売実績につきましては、当社の主要ユーザーであります自動車関連企業向けの販売は堅調に推移しま
したが、電気・電子・半導体、工作機械及びセラミック関連企業向けの販売が伸び悩み、減収減益という結果に終わ
りました。
　第65期の販売計画は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴い、事業環境が先行き不透明な状況である
ことから未定とさせていただいております。開示が可能となりましたら、皆様にお知らせいたします。
　今後ともご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

2020年6月

ごあいさつ

経営理念

信 頼
すべては人から始まる

お客様と共に

従業員と共に

社会と共に
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株 主 各 位 証券コード  3388
2020年６月２日

名古屋市中村区亀島二丁目13番８号
明治電機工業株式会社

代表取締役社長 林　正弘

第64回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第64回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、政府や都道府県知事から外出自粛を要請

されていることが想定されます。株主の皆様におかれましても、株主総会当日の状況を踏まえて、ご来場をお控えく
ださいますようお願い申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主
総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年６月23日（火
曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1 日　　時 2020年６月24日（水曜日）午前10時

2 場　　所 名古屋市中村区亀島二丁目13番８号
明治電機工業株式会社 本社（本館地下１階明治ホール）
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3 目的事項 報告事項 １．第64期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第64期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上
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１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
２．株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

https://www.meijidenki.co.jp/）に掲載させていただきます。

３．本招集ご通知の提供書面のうち、次に掲げる事項につきましては、法令及び当社定款第16条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（アドレス https://www.meijidenki.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には掲載しておりません。

①事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

②連結計算書類の「連結注記表」

③計算書類の「個別注記表」

なお、上記①は、監査報告の作成に際して、監査等委員会が監査をした事業報告に含まれております。また、上記①及び②は、監査報告の作成
に際して、会計監査人及び監査等委員会が監査した連結計算書類及び計算書類に含まれております。

新型コロナウイルス感染症予防に関するお知らせ

本株主総会にご出席される株主様は、株主総会当日の感染状況やご自身の体調をお確かめの上、
マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い申しあげます。

なお、株主総会当日の状況に応じて、感染予防のために下記措置を講じておりますので、ご理解
ならびにご協力をお願い申しあげます。

① 例年、当社取締役の他、執行役員につきましても株主総会に出席しておりますが、本株主総
会におきましては取締役のみの出席となる場合がございます。

② 本株主総会に出席する当社役員及び会場のスタッフは、マスク着用にて対応させていただく
場合がございます。

③ 株主様にアルコール消毒液等のご使用及びマスクの着用をお願いする場合がございます。
④ ご来場の株主様に検温をさせていただき、37.5度以上の発熱が確認された場合は、ご入場を
お控えいただく場合がございます。

⑤ 感染拡大防止のため、座席間に一定の間隔を設けることで、ご用意できる座席数が大幅に減
少する場合がございます。

今後の状況変化により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（アドレス https://www.meijidenki.co.jp/）にてお知らせいたします。

また、昨年まで株主総会にご来場いただきました株主様にはお土産をご用意して参りましたが、
本年は取り止めとさせていただきます。
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(提供書面)
事業報告（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善などにより、緩やかな回復基調が続いていました

が、米中貿易摩擦や英国のＥＵ離脱問題、中国経済の減速など景気の下振れリスクが払拭できないまま推移いたし
ました。加えて年度終盤においては、新型コロナウイルス感染症の影響が世界に広がり、景気の先行きは一層不透
明な状況となっております。

当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業におきましては、景気の先行き懸念から一部で設備投資に慎
重な姿勢が見られましたが、将来の成長に向けた投資は継続的に実施されました。電気・電子・半導体関連企業に
おきましては、次世代通信規格「５Ｇ」関連の需要増が期待されるものの、車載向けの需要低迷の影響などから設
備投資には減速感があり、工作機械・産業機械関連企業におきましても、米中貿易摩擦の長期化に加え、新型コロ
ナウイルス感染症の影響も出始め、機械受注の低迷が続くなど、生産動向は依然として低調なまま推移いたしまし
た。

当社グループにおきましては、各分野で一層の技術革新が想定される中、「次代に向けた経営基盤の強化」を基
本方針とした第９次中期経営計画（2017年度～2019年度）に基づき、エンジニアリング力の強化やグローバルビ
ジネスの拡大、コンポ販売の領域拡大、商材づくりなどに取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は80,408百万円（前期比3.1％減）、営業利益は3,915百万円（前期比11.2％
減）、経常利益は4,090百万円（前期比11.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,759百万円（前期比
12.5％減）となりました。

この売上高を主要商品の別に示すと次のとおりであります。

制御機器 売上高21,219百万円 （前期比15.5%減） 産業機器 売上高27,387百万円 （前期比4.0%減）

26.4%26.4%

売上構成比
25,116

第63期
（2019年3月期）

21,219

第64期
（2020年3月期）

売上高 （単位：百万円）

34.1%34.1%

売上構成比
28,529

第63期
（2019年3月期）

27,387

第64期
（2020年3月期）

売上高 （単位：百万円）

制御機器は、当社グループの主力取扱商品で、自動車及び電
気・電子・半導体、工作機械関連企業向けなど全般に販売が減
少したことから、売上高は21,219百万円（前期比15.5％減）と
なりました。

産業機器は、自動車及びセラミック関連企業向けの大型設備
案件が減少し、売上高は27,387百万円（前期比4.0％減）となり
ました。
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計測機器 売上高11,477百万円 （前期比5.1%増） 電源機器 売上高 4,344百万円 （前期比7.5%増）

14.3%14.3%

売上構成比
10,924

第63期
（2019年3月期）

11,477

第64期
（2020年3月期）

売上高 （単位：百万円）

5.4%5.4%

売上構成比
4,040

第63期
（2019年3月期）

4,344

第64期
（2020年3月期）

売上高 （単位：百万円）

計測機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、
売上高は11,477百万円（前期比5.1％増）となりました。

電源機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、
売上高は4,344百万円（前期比7.5％増）となりました。

実装機器 売上高 8,068百万円 （前期比20.3%増） その他 売上高 7,910百万円 （前期比3.3%増）

10.0%10.0%

売上構成比

6,706

第63期
（2019年3月期）

8,068

第64期
（2020年3月期）

売上高 （単位：百万円）

9.8%9.8%

売上構成比
7,660

第63期
（2019年3月期）

7,910

第64期
（2020年3月期）

売上高 （単位：百万円）

実装機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、
売上高は8,068百万円（前期比20.3％増）となりました。

上記５品目以外においては、売上高は7,910百万円（前期比
3.3％増）となりました。

② 設備投資等の状況
当連結会計年度中において重要な設備投資はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度中における必要な資金は、自己資金及び金融機関からの借入金で充当いたしました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

5

主要商品別売上高



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/18 20:42:21 / 19599226_明治電機工業株式会社_招集通知（Ｃ）

(2) 財産及び損益の状況の推移

60,260

第61期
（2017年3月期）

67,849

第62期
（2018年3月期）

82,978

第63期
（2019年3月期）

80,408

第64期
（当連結会計年度）
（2020年3月期）

売上高 （単位：百万円）

2,215

第61期
（2017年3月期）

3,010

第62期
（2018年3月期）

4,636

第63期
（2019年3月期）

4,090

第64期
（当連結会計年度）
（2020年3月期）

経常利益 （単位：百万円）

1,518

第61期
（2017年3月期）

2,147

第62期
（2018年3月期）

3,153

第63期
（2019年3月期）

2,759

第64期
（当連結会計年度）
（2020年3月期）

親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

132.55

第61期
（2017年3月期）

187.47

第62期
（2018年3月期）

275.22

第63期
（2019年3月期）

240.69

第64期
（当連結会計年度）
（2020年3月期）

1株当たり当期純利益 （単位：円）

33,341

17,220

第61期
（2017年3月期）

38,014

19,232

第62期
（2018年3月期）

42,940

21,548

第63期
（2019年3月期）

44,694

23,138

第64期
（当連結会計年度）
（2020年3月期）

総資産/純資産 （単位：百万円）

1,503.16

第61期
（2017年3月期）

1,678.74

第62期
（2018年3月期）

1,868.43

第63期
（2019年3月期）

2,001.82

第64期
（当連結会計年度）
（2020年3月期）

1株当たり純資産 （単位：円）

第61期
（2017年３月期）

第62期
（2018年３月期）

第63期
（2019年３月期）

第64期
（当連結会計年度）
（2020年３月期）

売上高 (百万円) 60,260 67,849 82,978 80,408
経常利益 (百万円) 2,215 3,010 4,636 4,090
親会社株主に帰属する
当期純利益 (百万円) 1,518 2,147 3,153 2,759

１株当たり当期純利益 (円) 132.55 187.47 275.22 240.69
総資産 (百万円) 33,341 38,014 42,940 44,694
純資産 (百万円) 17,220 19,232 21,548 23,138
１株当たり純資産 (円) 1,503.16 1,678.74 1,868.43 2,001.82

（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第63期の期首から適用しており、第62期の総
資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。
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(3) 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率
（％） 主要な事業内容

名電エンジニアリング株式会社 25百万円 100.0 電気機器の設計・製造・販売
エム・ディーマシナリー株式会社 10百万円 100.0 機械装置の設計・製造・販売
MEIJI CORPORATION 10万米ドル 100.0 電気機器の販売

MEIJI UK LTD. 20万英ポンド 100.0
（100.0） 電気機器の販売

Meiji (Thailand) Co.,Ltd. 600万バーツ 48.9 電気機器の販売
明治電機商業（上海）有限公司 50万米ドル 100.0 電気機器の販売

（注）出資比率の（　）内の数字は間接出資比率であります。

(4) 対処すべき課題
当社グループでは、第９次中期経営計画（2017年度～2019年度）に基づき、「次代に向けた経営基盤の強化」

を基本方針とした事業戦略を推進してまいりました。
創立100周年を迎える2020年度からは、第９次中期経営計画に続く新たな中期経営計画を推進していくことを検

討しておりましたが、米中貿易摩擦や英国のＥＵ離脱問題に加え、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大が続
き、世界経済は急速な悪化が懸念される状況となっております。

そのため2020年度におきましては、引き続き第９次中期経営計画にて掲げた下記戦略課題の一層の推進を図ると
ともに、次なる飛躍に向けた経営基盤強化の一年となるよう全力で取り組んでいく所存です。

また、連結業績予想数値及びＲＯＥを経営指標として掲げておりますが、2020年度の目標につきましては、新型
コロナウイルス感染症の影響により、現時点では合理的な見通しを立てることが困難であるため、2020年５月15
日公表の「2020年３月期　決算短信」にて掲載しましたとおり、業績予想の開示が可能となった時点で速やかに公
表させていただきます。
【第９次中期経営計画における戦略課題】

① エンジニアリング力の強化
② コンポ販売の領域拡大
③ グローバルビジネスの拡大
④ 次世代を見据えた商材の開発
⑤ 事業基盤の強化

7

重要な子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

下記商品の販売
制御機器　　（プログラマブルコントローラ・操作表示器・画像処理装置・センサー・リレー）
産業機器　　（産業用ロボット・溶接機・受配電設備・空調設備機器・機械設備）
計測機器　　（電子計測器・工業計器・現場測定器・記録装置・恒温槽）
電源機器　　（安定化電源・無停電電源・電子負荷装置・特殊電源）
実装機器　　（チップマウンター・リフロー炉・基板検査装置）

(6) 企業集団の主要拠点等（2020年３月31日現在）

① 本社　　愛知県名古屋市中村区亀島二丁目13番８号
② 支店等

名称 区分 所在地
豊田支店 支店 愛知県知立市
エンジニアリング事業本部 工場 愛知県知立市
東京支店 支店 神奈川県横浜市港北区
名電エンジニアリング株式会社 子会社 愛知県北名古屋市
エム・ディーマシナリー株式会社 子会社 愛知県名古屋市中川区
MEIJI CORPORATION 子会社 米国イリノイ州
MEIJI UK LTD. 子会社 英国バーミンガム市
Meiji (Thailand) Co.,Ltd. 子会社 タイ王国バンコク市
明治電機商業（上海）有限公司 子会社 中国上海市

(7) 使用人の状況（2020年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況
使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

707名 26名増
（注）使用人数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含むほか、嘱託を

含んでおります。）であり、臨時使用人は含まれておりません。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

530名 23名増 39.8歳 16.4年
（注）使用人数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含むほか、嘱託を含んでおります。）であり、臨時使用人

は含まれておりません。
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(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

2 会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）

金融機関
18.47％

個人・その他
53.28％

自己株式
4.97％

証券会社
0.65％
外国人
3.40％

その他
国内法人
19.23％

所有者別の株式保有比率

(1) 発行可能株式総数 48,000,000株
(2) 発行済株式の総数 12,067,120株（自己株式599,771株を含む）

(3) 株主数 3,044名（前期末比258名増）

(4) １単元の株式数 100株

(5) 大株主（上位10名)
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

合 同 会 社 ワ イ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 1,220,900株 10.64％
明 治 電 機 工 業 従 業 員 持 株 会 543,000株 4.73％
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 489,200株 4.26％
林 　 　 　 正 　 弘 361,000株 3.14％
吉 　 田 　 年 　 章 360,000株 3.13％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 348,500株 3.03％
オ ム ロ ン 株 式 会 社 320,000株 2.79％
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 300,000株 2.61％
安 　 井 　 博 　 子 295,000株 2.57％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 293,100株 2.55％

（注）１．当社は自己株式を599,771株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

9
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3 新株予約権等の状況
該当事項はありません。

4 会社役員の状況
(1) 取締役の状況（2020年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代表取締役社長 林 正 　 弘
代表取締役専務 舟 　 橋 範
取　　締　　役 日 下 部 康 　 基
取　　締　　役（監査等委員・常勤） 足 　 立 秀 　 一

取　　締　　役（監査等委員） 奥 　 野 信 　 宏
公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問
名古屋都市センター所長
株式会社名古屋証券取引所社外取締役

取　　締　　役（監査等委員） 成 　 田 龍 　 一 成田龍一法律事務所代表弁護士
取　　締　　役（監査等委員） 鬼 　 頭 肇 鬼頭肇税理士事務所税理士

（注）１．取締役（監査等委員）奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、社外取締役であります。
２．当社は、取締役（監査等委員）奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。
３．取締役（監査等委員）鬼頭肇氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４．当社は、監査等委員会の監督及び監査機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集及び重要な社内会議における情

報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とすべく、足立秀一氏を常勤の監査等委員として選定しております。
５．取締役舟橋範氏は、2020年４月１日付で代表取締役専務から代表取締役専務企画管理本部長に就任しました。

(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

10
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(3) 取締役の報酬等の総額

役 員 区 分 報酬等の総額
（ 千 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対象となる
役員の員数

（名）基 本 報 酬 利益連動報酬 譲 渡 制 限 付
株式報酬

取締役（監査等委員を除く。） 169,224 67,200 97,580 4,444 3
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ 社 外 取 締 役 を 除 く 。 ） 15,000 15,000 － － 1

社 外 役 員 （ 監 査 等 委 員 ） 15,000 15,000 － － 3
合 計 199,224 97,200 － － 7

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第60回定時株主総会において年額200,000千円以内（ただし、使

用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また、上記とは別枠で、取締役（監査等委員を除く。）に対する譲渡制限付株式付
与のための報酬限度額として、2019年６月25日開催の第63回定時株主総会において年額50,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まな
い。）と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第60回定時株主総会において年額50,000千円以内と決議いただいておりま
す。

４．利益連動報酬につきましては、2019年６月25日開催の取締役会において、当社の取締役（監査等委員を除く。）に支給することを決議し
ております。

５．譲渡制限付株式報酬につきましては、当事業年度における取締役（監査等委員を除く。）に対する譲渡制限付株式付与に係る費用計上額で
あります。

(4) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

取 締 役
（監査等委員） 奥　野　信　宏

公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問
名古屋都市センター所長
株式会社名古屋証券取引所社外取締役

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

取 締 役
（監査等委員） 成　田　龍　一 成田龍一法律事務所代表弁護士 特別の関係はありません。

取 締 役
（監査等委員） 鬼 頭 　 肇 鬼頭肇税理士事務所税理士 特別の関係はありません。

11
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② 当事業年度における主な活動状況
地 位 氏 名 活動状況

取 締 役
（監査等委員） 奥　野　信　宏

取締役会に17回中17回出席しております。また、監査等委員会に14回中14回出席
しております。取締役会及び監査等委員会においては、経済学に関する広汎かつ専
門的な知識と産官学界にわたる深い造詣等に基づいて、当社の経営に幅広い見地か
ら助言・提言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 成　田　龍　一

取締役会に17回中17回出席しております。また、監査等委員会に14回中14回出席
しております。取締役会及び監査等委員会においては、弁護士として培われた豊富
な経験と幅広い知識から、主としてコンプライアンスを確保するための助言・提言
を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 鬼 頭 　 肇

取締役会に17回中17回出席しております。また、監査等委員会に14回中14回出席
しております。取締役会及び監査等委員会においては、税理士として培われた豊富
な経験と幅広い知識から、主として経営管理の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っております。

5 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 26,900千円
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,900千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、会計
監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等の適切性・妥当性について検証を行った結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399
条第１項・第３項の同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容
当社は、有限責任 あずさ監査法人に対して、収益認識に係る助言業務についての対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合に、株主総会に提

出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
具体的には、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合

に、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定
した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。また、監査等委員会は、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等の観点から会計監査人
が監査を遂行するに不十分と判断した場合には、会計監査人を不再任といたします。
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6 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置づけ、連結配当性向30％を目処と

して、将来の持続的成長に必要な内部留保の充実を図りながら、配当を行うことを基本方針としてお
ります。

なお、当社は会社法第459条に基づき、剰余金の配当等については「取締役会の決議によって定
め、株主総会の決議によらないものとする」旨を定款に定めております。

上記基本方針に基づき、当社の当期末の配当金は１株当たり47円といたしました。これにより、
中間配当（１株当たり25円）と合わせた年間配当金は１株当たり72円となります。

13
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連結計算書類
連結貸借対照表 （単位：千円）

科目 第64期
2020年３月31日現在 科目 第64期

2020年３月31日現在

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

電子記録債権

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

建設仮勘定

その他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

39,782,620

4,930,077

26,526,207

4,412,987

2,816,146

631,396

51,276

449,889

△35,361

4,912,335

2,464,982

1,422,737

85,133

790,370

41,200

125,542

224,882

2,222,470

1,861,794

161,458

211,083

△11,866

負債の部
流動負債 21,272,431

支払手形及び買掛金 10,891,590
電子記録債務 7,148,463
短期借入金 190,523
未払法人税等 588,975
賞与引当金 643,080
役員賞与引当金 10,800
厚生年金基金解散損失引当金 76,676
その他 1,722,322

固定負債 283,678
繰延税金負債 3,834
退職給付に係る負債 267,246
役員退職慰労引当金 3,550
その他 9,047

負債合計 21,556,109
純資産の部
株主資本 22,760,655

資本金 1,311,778
資本剰余金 1,382,176
利益剰余金 20,365,407
自己株式 △298,707

その他の包括利益累計額 194,934
その他有価証券評価差額金 705,382
為替換算調整勘定 △124,178
退職給付に係る調整累計額 △386,269

非支配株主持分 183,256
純資産合計 23,138,846

資産合計 44,694,956 負債純資産合計 44,694,956
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 （単位：千円）

科目
第64期

2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで

売上高 80,408,263
売上原価 69,206,869

売上総利益 11,201,393
販売費及び一般管理費 7,285,740

営業利益 3,915,653
営業外収益 267,386

受取利息 5,860
受取配当金 59,996
仕入割引 172,828
その他 28,701

営業外費用 92,235
支払利息 13,792
売上割引 41,396
為替差損 29,372
デリバティブ評価損 5,339
その他 2,334
経常利益 4,090,804

特別利益 124,591
固定資産売却益 2,457
投資有価証券売却益 122,133

特別損失 189,234
固定資産除却損 282
退職給付制度改定損 188,952

税金等調整前当期純利益 4,026,160
法人税、住民税及び事業税 1,260,810
法人税等調整額 △23,768
当期純利益 2,789,119
非支配株主に帰属する当期純利益 29,851
親会社株主に帰属する当期純利益 2,759,267

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
第64期（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,311,778 1,371,950 18,431,268 △304,171 20,810,824

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △825,128 △825,128
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,759,267 2,759,267

自 己 株 式 の 取 得 △112 △112

自 己 株 式 の 処 分 10,226 5,576 15,803
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － 10,226 1,934,139 5,464 1,949,830

当 期 末 残 高 1,311,778 1,382,176 20,365,407 △298,707 22,760,655

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 954,733 △116,945 △243,513 594,274 143,232 21,548,330

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △825,128
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,759,267

自 己 株 式 の 取 得 △112

自 己 株 式 の 処 分 15,803
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △249,351 △7,232 △142,755 △399,339 40,024 △359,315

当 期 変 動 額 合 計 △249,351 △7,232 △142,755 △399,339 40,024 1,590,515

当 期 末 残 高 705,382 △124,178 △386,269 194,934 183,256 23,138,846
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表 （単位：千円）

科目 第64期
2020年３月31日現在 科目 第64期

2020年３月31日現在
資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定

無形固定資産
借地権
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
前払年金費用
その他
貸倒引当金

36,345,160
2,989,263

701,940
4,242,794

24,889,990
2,601,135

474,623
45,305
82,838
40,877

304,161
△27,770

4,962,904
2,385,783
1,343,585

71,274
29,610
13,199
96,543

790,370
41,200

136,014
21,601
96,439
17,973

2,441,105
1,796,528

123,600
41,510

292,001
199,331

△11,866

負債の部
流動負債 20,384,941

支払手形 606,449
電子記録債務 7,148,463
買掛金 10,063,508
リース債務 13,828
未払金 545,511
未払費用 318,551
未払法人税等 534,079
預り金 36,291
賞与引当金 615,000
厚生年金基金解散損失引当金 76,676
その他 426,583

固定負債 12,971
リース債務 4,609
繰延税金負債 1,922
役員退職慰労引当金 3,550
その他 2,889

負債合計 20,397,912
純資産の部
株主資本 20,208,256

資本金 1,311,778
資本剰余金 1,382,176

資本準備金 1,371,950
その他資本剰余金 10,226

利益剰余金 17,813,008
利益準備金 93,169
その他利益剰余金 17,719,839

別途積立金 7,800,000
繰越利益剰余金 9,919,839

自己株式 △298,707
評価・換算差額等 701,896

その他有価証券評価差額金 705,382
繰延ヘッジ損益 △3,485

純資産合計 20,910,152
資産合計 41,308,065 負債純資産合計 41,308,065

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 （単位：千円）

科目
第64期

2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで

売上高 72,056,382
売上原価 62,804,890

売上総利益 9,251,491
販売費及び一般管理費 5,805,554

営業利益 3,445,937
営業外収益 361,150

受取利息 973
受取配当金 168,417
仕入割引 165,211
その他 26,548

営業外費用 63,250
支払利息 4,457
売上割引 41,396
為替差損 15,709
その他 1,687
経常利益 3,743,837

特別利益 122,133
投資有価証券売却益 122,133

特別損失 189,043
固定資産除却損 91
退職給付制度改定損 188,952

税引前当期純利益 3,676,928
法人税、住民税及び事業税 1,130,712
法人税等調整額 △25,698
当期純利益 2,571,914

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
第64期（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,311,778 1,371,950 － 1,371,950 93,169 7,800,000 8,173,052 16,066,222
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △825,128 △825,128
当 期 純 利 益 2,571,914 2,571,914
自己株式の取得
自己株式の処分 10,226 10,226
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 10,226 10,226 － － 1,746,786 1,746,786
当 期 末 残 高 1,311,778 1,371,950 10,226 1,382,176 93,169 7,800,000 9,919,839 17,813,008

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △304,171 18,445,778 954,733 － 954,733 19,400,512
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △825,128 △825,128
当 期 純 利 益 2,571,914 2,571,914
自己株式の取得 △112 △112 △112
自己株式の処分 5,576 15,803 15,803
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △249,351 △3,485 △252,836 △252,836

当 期 変 動 額 合 計 5,464 1,762,477 △249,351 △3,485 △252,836 1,509,640
当 期 末 残 高 △298,707 20,208,561 705,382 △3,485 701,896 20,910,152

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月15日

明治電機工業株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所

指定有限責任社員 公認会計士 中 村 哲 也 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 金 原 正 英 ㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、明治電機工業株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、明治電機工業株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月15日

明治電機工業株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　名古屋事務所
指定有限責任社員 公認会計士 中 村 哲 也 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 金 原 正 英 ㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、明治電機工業株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日まで
の第64期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計書類書等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む
監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立
性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第64期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたし
ました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 　事業報告等の監査結果
　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月20日

明治電機工業株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 足 立 秀 一 ㊞
監査等委員 奥 野 信 宏 ㊞
監査等委員 成 田 龍 一 ㊞
監査等委員 鬼 頭 　 肇 ㊞

(注) 　監査等委員奥野信宏、成田龍一及び鬼頭肇は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）林正弘、舟橋範及び日下部康基

の各氏が、本総会終結の時をもって任期満了により退任となります。つきましては、取締役３名の選任をお願いする
ものであります。

なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は全ての取締役候補者について適任であると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

1
再 任

はやし

林 　
まさひろ

正弘
（1955年１月25日）

361,000株

1977年 3 月 当社入社
2000年６月 当社執行役員
2001年４月 当社執行役員海外事業本部長
2001年７月 当社常務執行役員海外事業本部長
2003年５月 当社常務執行役員顧客営業本部長兼海外事業本部長
2003年６月 当社取締役常務執行役員顧客営業本部長兼海外事業本部長
2006年４月 当社代表取締役副社長
2012年６月 当社代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】
林正弘氏は、当社において長年にわたり代表取締役として経営全般を担っており、そこで培われた豊富な経験と幅広い知識から、

経営の意思決定及び経営の執行の監督を適切に遂行することができると考え、引き続き取締役候補者としたものであります。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

2
再 任

ふなはし

舟橋　
つとむ

範
（1960年５月14日）

80,000株

1983年３月 当社入社
2008年６月 当社執行役員
2010年４月 MEIJI CORPORATION取締役社長
2011年４月 当社執行役員国際事業本部長
2012年４月 当社執行役員企画管理本部長
2012
2017
2019
2020

年
年
年
年

６
６
４
４

月
月
月
月

当社取締役企画管理本部長
当社代表取締役専務企画管理本部長
当社代表取締役専務
当社代表取締役専務企画管理本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
舟橋範氏は、当社において長年にわたり企画管理部門・国際事業部門の取締役、執行役員として経営を担っており、そこで培われ

た豊富な経験と幅広い知識から、経営の意思決定及び経営の執行の監督を適切に遂行することができると考え、引き続き取締役候補
者としたものであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

3
新 任

す ぎ

杉
わ き

脇
 

　
ひ ろ

弘
き

基
（1964年10月27日） 4,000株

1987年４月 当社入社
2012年４月 MEIJI CORPORATION取締役社長
2014年７月 当社執行役員
2017年４月 当社執行役員第１営業本部長
2019年４月 当社執行役員企画管理本部長
2020年４月 当社執行役員（現任）

【取締役候補者とした理由】
杉脇弘基氏は、当社において長年にわたり国際事業部門・営業部門・企画管理部門の執行役員として経営を担っており、そこで培

われた豊富な経験と幅広い知識から、経営の意思決定及び経営の執行の監督を適切に遂行することができると考え、取締役候補者と
したものであります。

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第２号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役足立秀一、奥野信宏、成田龍一及び鬼頭肇の各氏が本総会終結の時をもって任期満了によ

り退任となります。つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

1
再 任

あ だ ち

足立　
しゅういち

秀 一
（1960年11月７日）

88,300株

1983年３月 当社入社
2004年４月 MEIJI CORPORATION取締役社長
2008年６月 当社執行役員
2010年４月 当社執行役員ソリューション事業本部長
2011年４月 当社執行役員第２営業本部長
2012年６月 当社取締役第２営業本部長
2014
2016
2016

年
年
年

４
４
６

月
月
月

当社取締役国際事業本部長
当社取締役
当社取締役（監査等委員・常勤）（現任）

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
足立秀一氏は、当社において長年にわたりソリューション事業部門、営業部門、国際事業部門の取締役、執行役員として経営を担

っており、そこで培われた豊富な経験と幅広い知識から、経営の執行の監督及び監査を適切に遂行することができると考え、監査等
委員である取締役候補者としたものであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

2
再 任

お く の

奥野　
のぶひろ

信宏
（1945年１月30日）

－株

1989年 ４月 名古屋大学経済学部教授
1997年 １月 同大学経済学部長
2000年 ４月 同大学副総長
2004年 ４月 中京大学総合政策学部教授
2005
2013

年
年

９
６

月
月

学校法人梅村学園理事
株式会社名古屋証券取引所社外取締役（現任）

2014
2015
2016
2017
2017

年
年
年
年
年

６
４
６
４
４

月
月
月
月
月

当社社外取締役
中京大学学術顧問
当社社外取締役（監査等委員）（現任）
公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問（現任）
名古屋都市センター所長（現任）

（重要な兼職の状況）
公益財団法人名古屋まちづくり公社上席顧問
名古屋都市センター所長
株式会社名古屋証券取引所社外取締役

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
奥野信宏氏は、経済学に関する広汎かつ専門的な知識と産官学界にわたる深い造詣等に基づいて、独立した客観的な立場から当社

の経営に幅広い見地より助言・提言を行っていただけると考え、監査等委員である社外取締役候補者としたものであります。なお、
同氏は社外役員となる以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記理由により、社外取締役としてその職務を適
切に遂行できるものと判断しております。
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

3
再 任

な り  た  

成田
　　 りゅうい ち

　 龍 一
（1952年12月28日） －株

1985年 ４月 名古屋弁護士会（現愛知県弁護士会）登録
1992年 ６月 成田龍一法律事務所開業
2012
2016

年
年

６
６

月
月

当社社外監査役
当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
成田龍一法律事務所代表弁護士

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
成田龍一氏は、弁護士として培われた豊富な経験と幅広い知識に基づいて、独立した客観的な立場から主としてコンプライアンス

を確保するための助言・提言を行っていただけると考え、監査等委員である社外取締役候補者としたものであります。なお、同氏は
社外役員となる以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記理由により、社外取締役としてその職務を適切に遂
行できるものと判断しております。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

4
再 任

  き  と う

鬼頭　
はじめ

肇
（1952年５月４日） －株

1971年 ４月 名古屋国税局入局
2011
2012

年
年

７
７

月
月

名古屋国税局総務部次長
昭和税務署長

2013
2016

年
年

９
６

月
月

鬼頭肇税理士事務所開業
当社社外取締役（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
鬼頭肇税理士事務所税理士

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
鬼頭肇氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するとともに、税務の専門家として培われた

豊富な経験と幅広い知識に基づいて、独立した客観的な立場から主として経営管理の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行っていただけると考え、監査等委員である社外取締役候補者としたものであります。なお、同氏は会社の経営に関与された経験は
ありませんが、上記理由により、社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、社外取締役候補者です。
３．奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって奥野信

宏氏が６年、成田龍一氏並びに鬼頭肇氏が４年となります。
４．当社は、奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏との間で会社法第427条第１項及び定款第32条の規定に基づき、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。各氏の選任が承認された場合に
は、当該契約を継続する予定であります。

５．奥野信宏氏、成田龍一氏及び鬼頭肇氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、当社は各氏を独立役員として同
取引所に届け出ております。
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監査等委員である取締役４名選任の件
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第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
常勤の監査等委員である取締役を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に基づき、補欠の監査

等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

さ

佐
ご う

合
 

　
しゅん

俊
じ

治
（1961年２月28日） 73,000株

1983年３月 当社入社
2008
2011
2012
2014
2016
2017
2019

年
年
年
年
年
年
年

６
４
６
４
６
４
４

月
月
月
月
月
月
月

当社執行役員
当社執行役員第１営業本部長
当社取締役第１営業本部長
当社取締役ソリューション事業本部長
当社常務執行役員ソリューション事業本部長
MEIJI CORPORATION取締役社長
当社常務執行役員第１営業本部長（現任）

【補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由】
佐合俊治氏は、当社において長年にわたり営業部門・ソリューション部門・国際事業部門の取締役・執行役員として経営を担っており、そこで培

われた豊富な経験と幅広い知識から、経営の執行の監督及び監査を遂行することができると考え、補欠の監査等委員である取締役候補者としたもの
であります。

（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上
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補欠の監査等委員である取締役１名選任の件



トピックス

株主メモ
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
定時株主総会の基準日
期末配当の基準日
中間配当の基準日
株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
毎年3月31日
毎年3月31日
毎年9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ）

公 告 の 方 法

公 告 掲 載 U R L
単 元 株 式 数
上 場 証 券 取 引 所

電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の 
本店および全国各支店で行っております。
電子公告の方法により行います。ただし、
電子公告によることができない事故その他
やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済 
新聞に掲載して行います。
https://www.meijidenki.co.jp/
100株
東京証券取引所 市場第一部

1.　住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
　　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　　 なお、証券会社に口座がないため特別口座を開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社

にお申出ください。
2.　未払配当金の支払について
　　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
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100周年記念ロゴマークを制定しました

　本年７月１日に創業100周年を迎えるにあたり、100周年ロゴマーク
を制定しました。
　光の３原色（赤、青、緑）でお祝い事に使用される水引をモチーフ
としています。右肩上がりのラインでこれからの成長を表現し、また

“＆”とも読めるようにしており、次の100年も“お客様と共に、 
従業員と共に、社会と共に”成長していくというメッセージを込めて
います。
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明治電機工業
株式会社

明治電機工業株式会社　本社（本館地下1階明治ホール）
名古屋市中村区亀島二丁目13番8号
Tel 052-451-7661（代）

会 場

●JR名古屋駅太閤通口（新幹線口）より北西へ徒歩約10分です。
（注）　駐車場は手狭なため、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会 会場ご案内図




